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●
は
じ
め
に

　

各
国
の
国
土
構
造
は
、
そ
れ
ぞ
れ
国
の
政
治
・
行
政
制
度
（
首
都
機
能
）
と

経
済
中
枢
管
理
機
能
（
企
業
本
社
、
業
界
団
体
、
国
際
金
融
市
場
）
の
関
係
の

影
響
を
強
く
反
映
す
る
。
政
治
的
中
枢
機
能
の
集
積
地
で
あ
る
首
都
へ
、
同
時

に
経
済
的
中
枢
管
理
機
能
も
集
中
的
に
立
地
す
る
ケ
ー
ス
と
、
首
都
か
ら
別
個

の
地
域
に
分
離
し
て
立
地
す
る
ケ
ー
ス
に
大
別
で
き
る
。
ア
ジ
ア
で
は
、
首
都

に
経
済
機
能
が
集
中
し
て
い
る
の
は
、
日
本
を
は
じ
め
韓
国
、
台
湾
、
タ
イ
が

代
表
的
で
あ
る
。
対
照
的
に
、
中
国
は
経
済
中
心
地
か
ら
地
理
的
に
離
れ
た
北

京
が
首
都
で
あ
る
。

　

本
稿
で
は
、
首
都
圏
へ
の
経
済
的
中
枢
管
理
機
能
の
集
中
が
激
し
い
台
湾
の

事
例
を
検
討
す
る
。
ま
ず
、
高
度
成
長
期
以
降
の
、
台
湾
に
お
け
る
主
要
都
市

の
人
口
変
遷
を
概
観
す
る
。
さ
ら
に
、
二
〇
〇
〇
年
代
に
入
っ
て
か
ら
の
台
湾

に
お
け
る
大
企
業
（
上
場
企
業
）
の
都
市
別
立
地
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
。
そ

う
す
る
こ
と
で
、
台
湾
に
お
け
る
台
北
一
極
集
中
型
国
土
構
造
の
背
後
に
あ
る

要
因
を
さ
ぐ
り
た
い
。

　

二
〇
〇
〇
年
に
入
っ
て
か
ら
の
台
湾
の
経
済
・
社
会
動
向
に
つ
い
て
、
大
き

な
変
革
を
三
点
挙
げ
て
お
く
。
第
一
に
、
当
時
は
野
党
で
あ
っ
た
民
進
党
側
か

ら
の
総
統
選
出
で
あ
る
。
台
湾
に
お
け
る
大
企
業
は
、
国
営
企
業
が
民
営
化
さ

れ
て
い
っ
た
も
の
が
少
な
く
な
い
。
国
営
企
業
の
中
に
は
、
第
二
次
大
戦
後
に

日
本
政
府
や
日
系
企
業
が
残
し
た
資
産
を
、
国
民
党
が
没
収
し
運
営
に
至
っ
た

も
の
も
あ
る
。
民
進
党
は
、
こ
の
よ
う
な
政
経
融
合
の
企
業
シ
ス
テ
ム
を
変
革

す
べ
く
、
民
営
化
を
さ
ら
に
推
進
す
る
方
針
を
、
政
権
確
立
当
初
は
打
ち
出
し

た
。
こ
れ
ま
で
、
大
企
業
の
本
社
が
台
北
に
一
極
集
中
し
て
き
た
要
因
の
一
つ

と
し
て
、
台
湾
の
大
企
業
が
、
国
営
企
業
か
ら
民
営
化
の
過
程
を
経
て
上
場
し

た
も
の
も
少
な
か
ら
ず
あ
り
、
政
治
と
不
可
分
の
関
係
で
企
業
運
営
が
行
わ
れ

て
き
た
こ
と
も
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
よ
う
（
行
政
院
公
営
企
業
民
営
化
推
進
特

別
小
組
が
一
九
八
九
年
八
月
に
基
幹
産
業
を
中
心
に
民
営
化
を
遂
行
し
て
以
来
、

二
〇
〇
六
年
七
月
ま
で
に
四
二
社
の
公
営
企
業
が
民
営
化
さ
れ
て
い
る
。
そ
の

う
ち
株
式
上
場
・
市
場
で
の
株
式
売
却
に
よ
る
手
段
を
用
い
民
営
化
し
た
企
業

は
二
三
社
に
達
す
る
。
こ
れ
ら
の
企
業
群
は
、重
厚
長
大
型
産
業
〔
石
油
化
学・

鉄
鋼
〕、
金
融
業
〔
銀
行
・
保
険
・
信
託
〕、
通
信
・
報
道
・
交
通
業
〔
電
信
・

航
空
〕
な
ど
、
売
上
高
・
投
資
額
が
巨
額
な
大
企
業
が
大
半
で
あ
る
。
参
考
文

献
①
）。

　

新
政
権
は
よ
り
広
範
囲
で
状
況
の
改
革
に
着
手
し
、
多
く
の
分
野
で
民
営
化

が
進
行
し
た
（
行
政
院
の
経
済
部
・
財
政
部
・
交
通
部
な
ど
が
所
管
し
て
き
た

―
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「
鉄
道
」、「
電
力
」、「
精
糖
」、「
石
油
」、「
水
道
」
な
ど
に
お
い
て
は
、
民
営

化
は
依
然
と
し
て
停
滞
し
実
行
に
至
っ
て
い
な
い
。
参
考
文
献
①
）。
一
方
で
、

二
〇
〇
八
年
三
月
に
は
総
統
選
を
控
え
、
政
治
的
動
向
は
不
確
実
で
あ
る
。
と

は
い
え
、
政
経
分
離
の
政
策
手
段
は
、
一
九
八
九
年
の
民
営
化
始
動
を
引
き
続

き
一
層
推
進
す
る
方
向
で
実
行
さ
れ
て
い
る
（
公
営
企
業
の
う
ち
、
国
民
党
か

ら
役
員
・
人
員
が
派
遣
さ
れ
国
民
党
関
係
者
が
既
得
権
益
者
と
な
っ
て
い
る
企

業
も
多
い
。
民
営
化
に
伴
う
既
得
権
益
の
低
下
に
対
す
る
既
得
権
益
者
の
反
対

も
、
一
部
産
業
に
お
い
て
民
営
化
を
遅
ら
せ
る
原
因
と
な
っ
て
い
る
。
参
考
文

献
②
）。

　

第
二
に
、
経
済
成
熟
化
に
よ
る
成
長
鈍
化
で
あ
る
。
二
〇
〇
一
年
は
Ｉ
Ｔ
バ

ブ
ル
崩
壊
に
よ
り
マ
イ
ナ
ス
成
長
（
マ
イ
ナ
ス
二・
一
七
％
。
実
質
値
）
を
記

録
し
た
。
一
九
九
七
年
の
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
の
時
も
、
そ
の
シ
ョ
ッ
ク
は
他
の

ア
ジ
ア
諸
国
に
比
べ
る
と
軽
微
な
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
韓
国
勢
の
企
業

が
、
金
融
危
機
に
伴
う
ウ
ォ
ン
安
を
武
器
に
、
輸
出
産
業
を
中
心
に
回
復
し
た

企
業
が
み
ら
れ
、
マ
ク
ロ
経
済
も
再
び
成
長
し
つ
つ
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
台
湾

は
、
二
〇
〇
〇
年
代
の
成
長
率
は
鈍
化
し
て
い
る
。
一
九
九
〇
年
代
に
お
い
て

五
％
を
下
回
っ
た
の
は
、一
九
九
八
年
（
四・六
％
）
の
み
で
あ
る
。
対
照
的
に
、

二
〇
〇
〇
～
二
〇
〇
六
年
ま
で
の
期
間
で
、
五
％
を
上
回
っ
た
の
は
、

二
〇
〇
〇
年
（
五・八
％
）
と
二
〇
〇
四
年
（
六・一
％
）
の
両
年
の
み
で
あ
り
、

こ
れ
以
外
の
年
は
全
て
五
％
を
下
回
っ
て
い
る
。
ハ
イ
テ
ク
部
門
の
輸
出
が
経

済
成
長
を
牽
引
し
、
ア
ジ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｓ
の
優
等
生
と
さ
れ
て
き
た
台
湾
に
お
い

て
も
、
マ
イ
ナ
ス
成
長
が
あ
り
、
経
済
成
長
が
鈍
化
し
て
い
る
こ
と
が
端
的
に

示
さ
れ
た
。

　

第
三
に
、
大
陸
へ
の
子
会
社
・
開
発
部
門
・
製
造
部
門
の
移
転
・
新
設
の
進

展
で
あ
る
。
台
湾
が
一
旦
は
マ
イ
ナ
ス
成
長
に
陥
っ
た
背
景
に
は
、
ア
ジ
ア
金

融
危
機
の
影
響
が
軽
微
だ
っ
た
こ
と
か
ら
く
る
新
台
湾
ド
ル
高
と
、
そ
れ
に
伴

う
大
陸
へ
の
工
場
部
門
の
移
転
加
速
も
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
（
参
考
文
献

③
）。

　

台
湾
の
上
場
企
業
の
う
ち
、
六
六・
五
％
ま
で
も
が
、
大
陸
へ
何
ら
か
の
子

会
社
を
も
つ
ま
で
に
至
っ
た
（
二
〇
〇
三
年
度
数
値
）。
特
に
製
造
業
に
お
い

て
大
陸
移
転
は
顕
著
で
あ
る
。
一
九
九
〇
年
代
は
食
品
・
繊
維
の
中
小
企
業
を

主
体
と
し
た
労
働
集
約
型
産
業
の
製
造
部
門
の
大
陸
移
転
で
あ
っ
た
。

二
〇
〇
〇
年
代
は
、
大
企
業
が
主
体
と
な
り
電
子
・
電
気
機
械
の
よ
う
な
資
本

集
約
型
産
業
の
製
造
部
門
が
移
転
し
て
い
る
。
大
陸
シ
フ
ト
は
、
台
湾
経
済
の

「
産
業
空
洞
化
」、「
中
枢
管
理
機
能
の
流
出
」、「
人
材
の
大
陸
へ
の
流
出
と
そ

れ
に
伴
う
消
費
低
迷
」
と
い
う
負
の
側
面
を
も
た
ら
し
た
が
、
大
陸
市
場
を
射

程
内
に
収
め
る
台
湾
本
拠
の
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
創
業
・
拡
大
と
い
う
側
面
を

も
た
ら
し
て
い
る
。

　

三
つ
の
経
済
・
社
会
動
向
は
、
一
極
集
中
型
都
市
シ
ス
テ
ム
を
集
中
に
向
か

わ
せ
る
の
か
、
分
散
に
向
か
わ
せ
る
の
か
、
相
反
す
る
面
を
含
ん
で
い
る
。
第

一
の
民
営
化
は
、
政
府
部
門
か
ら
旧
公
営
企
業
の
本
社
を
は
じ
め
経
済
中
枢
管

理
機
能
の
分
離
を
意
味
す
る
が
、
こ
の
分
離
し
た
機
能
が
地
理
的
に
も
同
時
に

首
都
か
ら
分
離
す
る
の
か
、
あ
る
い
は
首
都
に
と
ど
ま
る
の
か
。
第
二
の
経
済

成
長
鈍
化
は
、
台
北
で
の
本
社
機
能
の
空
洞
化
を
も
た
ら
す
の
か
、
あ
る
い
は
、

よ
り
一
層
の
交
通
・
通
信
コ
ス
ト
の
削
減
を
求
め
て
台
北
都
心
部
へ
の
集
中
を

も
た
ら
す
の
か
。
第
三
の
台
湾
企
業
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
は
、
台
北
の
世
界
都
市

基隆
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三重
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図１　台湾の国土

（出所）筆者作成。
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化
が
加
速
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
管
理
拠
点
と
し
て
の
地
位
が
高
ま
る
の
か
、
あ

る
い
は
、
管
理
機
能
ま
で
流
出
し
台
北
の
空
洞
化
が
進
む
の
か
。
い
ず
れ
の
事

項
も
、
詳
細
な
検
討
が
必
要
で
あ
る
が
、
次
項
で
は
、
台
北
一
極
型
都
市
シ
ス

テ
ム
と
な
っ
た
歴
史
的
背
景
、
さ
ら
に
二
一
世
紀
初
頭
の
企
業
本
社
立
地
動
向

を
手
始
め
に
み
て
い
き
た
い
。

●
都
市
発
展
と
都
市
シ
ス
テ
ム

　

①
都
市
成
長
と
開
拓

　

台
湾
は
、
現
在
で
こ
そ
台
北
を
中
心
と
し
た
首
都
圏
へ
の
人
口
集
中
が
著
し

い
国
土
構
造
で
あ
る
。
し

か
し
、
今
日
の
よ
う
な
台

北
集
中
型
国
土
構
造
に
至

る
ま
で
に
は
、
主
に
大
陸

か
ら
の
移
住
者
に
よ
る
入

植
に
よ
り
各
地
で
都
市
が

発
達
し
て
き
た
歴
史
を
経

て
い
る
。
一
七
世
紀
後
半

に
お
い
て
開
拓
者
が
最
も

多
く
入
植
し
た
の
は
台
南

で
あ
る
。
一
九
世
紀
に
入

る
ま
で
は
台
南
が
、
台
湾

最
大
の
都
市
で
あ
り
、
か

つ
台
湾
全
土
を
管
理
す
る

行
政
機
関
が
配
置
さ
れ
、

行
政
中
心
地
の
役
割
を
果

た
し
て
い
た
（
当
時
、
清

政
府
が
台
湾
拓
殖
の
た
め

文
武
官
を
派
遣
し
た
際
の

拠
点
〔
府
庁
〕
と
し
て
、

台
南
を
選
定
し
た
。
福
建

省
の
厦
門
と
の
海
上
貿
易

の
取
引
が
活
発
で
、
都
市
機
能
の
基
盤
が
整
っ
て
い
た
の
が
台
南
で
あ
っ
た
か

ら
で
あ
る
。
参
考
文
献
④
）。

　

一
九
世
紀
に
な
る
と
次
第
に
中
心
地
は
台
北
に
移
動
し
て
い
っ
た
。
台
北
が

台
湾
省
の
省
都
と
な
っ
た
の
は
一
八
八
七
年
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
開

拓
者
、
商
人
の
活
動
に
よ
る
北
西
部
で
の
人
口
増
大
と
い
う
下
か
ら
の
国
土
形

成
の
動
き
に
対
し
て
、
管
理
を
行
う
行
政
の
方
も
、
経
済
活
動
に
対
応
し
て
上

か
ら
行
政
機
能
を
配
置
し
て
い
っ
た
（
台
北
が
省
都
と
し
て
選
定
さ
れ
た
の
は
、

基
隆
・
淡
水
を
外
港
と
し
て
抱
え
、
さ
ら
に
輸
出
品
で
あ
る
茶
の
栽
培
地
に
適

し
て
い
た
土
地
で
あ
る
こ
と
が
大
き
な
要
因
で
あ
る
。
参
考
文
献
⑤
）。
省
都

化
を
契
機
と
し
て
、
台
北
の
政
治
・
経
済
の
中
心
都
市
と
し
て
の
位
置
づ
け
が

鮮
明
に
な
り
、
こ
の
台
北
を
頂
点
と
し
た
都
市
シ
ス
テ
ム
は
、
日
本
の
統
治
に

よ
り
強
化
さ
れ
て
い
く
。

　

戦
後
、
中
国
大
陸
か
ら
国
民
党
が
移
転
し
台
湾
を
統
治
下
に
お
い
て
か
ら
も
、

植
民
地
時
代
の
日
本
政
府
が
残
し
た
行
政
機
構
を
温
存
す
る
形
で
利
用
し
て

い
っ
た
。
そ
の
た
め
に
、
台
北
を
頂
点
と
し
た
行
政
や
企
業
の
ヒ
エ
ラ
ル
ヒ
ー

も
、
ほ
ぼ
そ
の
ま
ま
引
き
継
が
れ
た
。
こ
の
よ
う
な
背
景
に
よ
り
、
台
湾
に
お

い
て
は
台
北
を
頂
点
と
す
る
、
ヒ
エ
ラ
ル
ヒ
ー
型
の
都
市
シ
ス
テ
ム
が
形
成
さ

れ
て
き
た
。
こ
れ
は
、
日
本
に
お
け
る
東
京
一
極
集
中
、
韓
国
に
お
け
る
ソ
ウ

ル
一
極
集
中
と
類
似
し
た
形
態
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
れ
で
は
、
近
年
の

都
市
シ
ス
テ
ム
は
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
ま
ず
、
都
市
別

の
人
口
規
模
か
ら
み
て
い
く
。

　

②
主
要
都
市
の
人
口
推
移
と
増
減
（
一
九
七
五
～
二
〇
〇
五
年
）

　

台
湾
は
都
市
集
中
が
著
し
く
、
二
〇
〇
五
年
で
、
総
人
口
二
二
七
七
万
人
の

う
ち
、
二
一
五
六・七
万
人
が
都
市
部
に
居
住
し
、
そ
の
比
率
は
九
四・七
％
と

非
常
に
高
い
都
市
人
口
比
率
と
な
っ
て
い
る
（
都
市
地
域
の
定
義
は
、
国
・
地

域
に
よ
り
異
な
る
。
中
華
民
国
行
政
院
主
計
處
の
発
表
資
料
で
あ
る

Statistical Yearbook of the Republic of China

で
は
、
人
口
二
万
人
以
上
の
地

方
自
治
体
を
、
そ
れ
未
満
の
も
の
と
区
分
し
て
都
市
人
口
と
計
上
し
て
い
る
。

そ
の
た
め
、
本
稿
で
は
便
宜
的
に
人
口
二
万
人
以
上
の
地
方
自
治
体
が
有
す
る

人
口
数
を
都
市
人
口
と
し
計
上
し
て
い
る
）。
こ
の
う
ち
、
一
二
五
八・九
万
人

表１　主要都市の人口推移と増減（1975-2005年）

順位 都市名 1975 1980
1975-1980

1985
1980-85

1990
1985-1990

1995
1990-1995

2000
1995-2000

2005
2000-2005

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率
1 台　　　北 2,043,318 2,220,427 8.7% 2,507,620 12.9% 2,719,659 8.5% 2,632,863 -3.2% 2,646,474 0.5% 2,616,375 -1.1%
2 高　　　雄 998,919 1,202,123 20.3% 1,302,849 8.4% 1,386,723 6.4% 1,426,035 2.8% 1,490,560 4.5% 1,510,649 1.3%
3 台　　　中 546,838 593,427 8.5% 674,936 13.7% 761,802 12.9% 853,221 12.0% 965,790 13.2% 1,032,778 6.9%
4 台　　　南 523,568 583,799 11.5% 639,888 9.6% 683,251 6.8% 706,811 3.4% 734,650 3.9% 756,859 3.0%
5 板　　　橋 241,952 403,057 66.6% 479,748 19.0% 538,954 12.3% 530,003 -1.7% 529,059 -0.2% 542,319 2.5%
6 中　　　和 130,835 261,684 100.0% 324,930 24.2% 374,339 15.2% 386,347 3.2% 398,123 3.0% 408,989 2.7%
7 基　　　隆 341,383 344,867 1.0% 351,524 1.9% 352,919 0.4% 368,771 4.5% 388,425 5.3% 391,727 0.9%
8 新　　　竹 225,998 240,900 6.6% 304,010 26.2% 324,426 6.7% 340,255 4.9% 368,439 8.3% 390,692 6.0%
9 新　　　莊 86,443 178,019 105.9% 232,438 30.6% 299,174 28.7% 339,143 13.4% 372,175 9.7% 389,074 4.5%
10 三　　　重 275,155 327,001 18.8% 353,957 8.2% 375,996 6.2% 380,099 1.1% 382,266 0.6% 383,959 0.4%
11 桃　　　園 148,458 179,214 20.7% 204,700 14.2% 241,263 17.9% 271,536 12.5% 328,754 21.1% 377,345 14.8%
12 中　　　壢 163,681 207,712 26.9% 237,271 14.2% 269,804 13.7% 301,287 11.7% 324,931 7.8% 350,981 8.0%
13 鳳　　　山 160,763 218,106 35.7% 267,022 22.4% 290,777 8.9% 303,956 4.5% 321,707 5.8% 336,510 4.6%
14 新　　　店 130,858 166,423 27.2% 190,579 14.5% 225,517 18.3% 250,559 11.1% 268,290 7.1% 287,472 7.1%
15 嘉　　　義 250,997 252,037 0.4% 253,573 0.6% 257,597 1.6% 261,391 1.5% 266,183 1.8% 271,701 2.1%
16 土　　　城 36,058 54,737 51.8% 93,477 70.8% 136,928 46.5% 188,170 37.4% 230,208 22.3% 236,345 2.7%
17 彰　　　化 157,319 181,359 15.3% 201,103 10.9% 215,224 7.0% 223,675 3.9% 229,915 2.8% 234,614 2.0%
18 永　　　和 138,399 205,313 48.3% 232,519 13.3% 249,736 7.4% 233,082 -6.7% 228,099 -2.1% 235,059 3.1%
19 屏　　　東 175,713 187,383 6.6% 200,411 7.0% 210,801 5.2% 215,096 2.0% 215,282 0.1% 216,708 0.7%
20 永　　　康 62,575 77,075 23.2% 103,797 34.7% 136,705 31.7% 173,552 27.0% 197,194 13.6% 206,411 4.7%
台 湾 全 土 16,149,702 17,805,067 10.3% 19,313,825 8.5% 20,401,305 5.6% 21,357,431 4.7% 22,276,672 4.3% 22,770,383 2.2%

（出所）中華民国行政院主計處，Statistical Yearbook of the Republic of China 2005を基に作成。
（注）⑴2005年12月末で人口が多い順に上から並べている。
　   ⑵表記の20都市は2005年末で人口が20万人以上の都市である。
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に
比
べ
て
、
人
口
・
産
業
が
希
薄
で
あ
る
。

　

主
要
都
市
の
配
置
の
観
点
か
ら
み
る
と
、
西
岸
に
バ
ラ
ン
ス
よ
く
四
大
都
市

が
配
置
さ
れ
て
い
る
。
他
方
、
衛
星
都
市
的
な
役
割
を
担
う
郊
外
の
都
市
群
の

多
く
は
台
北
を
囲
む
よ
う
に
配
置
さ
れ
て
い
る
。
板
橋
、
中
和
、
基
隆
、
新
竹
、

新
荘
、
三
重
、
桃
園
、
中
壢
、
新
店
、
永
和
、
土
城
と
全
て
台
北
近
郊
の
都
市

で
あ
り
、
台
湾
北
部
の
台
湾
基
隆
都
市
圏
、
桃
園
中
壢
都
市
圏
を
両
核
と
し
て

北
西
部
一
帯
で
形
成
さ
れ
る
複
合
的
な
大
都
市
圏
を
な
し
て
い
る
。　

　

中
西
部
で
は
、
彰
化
、
嘉
義
が
、
南
西
部
で
は
、
鳳
山
、
屏
東
、
永
康
が
、

そ
れ
ぞ
れ
、
台
中
、
台
南
、
高
雄
に
近
接
し
、
高
雄
都
市
圏
・
台
中
彰
化
圏
の

大
都
市
圏
を
形
成
し
て
い
る
が
、
北
西
部
に
匹
敵
す
る
規
模
は
形
成
さ
れ
て
い

な
い
。

　

同
じ
く
表
１
で
、
一
九
七
五
年
以
降
の
五
年
ご
と
の
人
口
増
加
率
も
示
し
て

い
る
。
総
人
口
は
増
加
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
増
加
率
は
年
次
を
追
う
ご
と
に

鈍
化
し
て
い
る
。
一
九
七
五
～
八
〇
年
の
間
に
は
、
一
〇・
三
％
と
高
い
増
加

率
を
示
し
て
い
る
も
の
の
、
一
九
八
〇
～
八
五
年
で
八・
五
％
、
一
九
八
五
～

九
〇
年
で
五・
六
％
、
一
九
九
〇
～
九
五
年
で
四・
七
％
、
一
九
九
五
～

二
〇
〇
〇
年
で
四・
三
％
と
次
第
に
低
下
し
て
い
き
、
二
〇
〇
〇
年
代
に
入
っ

て
の
時
期
で
あ
る
二
〇
〇
〇
～
〇
五
年
で
は
一・九
％
に
ま
で
下
が
っ
て
い
る
。

　

一
九
七
五
～
八
〇
年
で
は
、
平
均
の
一
〇・
三
％
を
上
回
る
増
加
率
を
記
録

す
る
都
市
が
一
四
市
あ
っ
た
。こ
れ
が
一
九
八
〇
～
八
五
年
に
は
平
均
八・五
％

を
上
回
る
都
市
は
一
五
市
、
一
九
八
五
～
九
〇
年
に
は
平
均
五・
六
％
を
上
回

る
都
市
は
一
七
市
へ
と
増
え
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
一
九
八
〇
年
代
前
半
ま
で

は
大
都
市
へ
の
人
口
増
加
が
顕
著
で
あ
る
も
の
の
、
一
九
九
〇
～
九
五
年
の
平

均
四・
七
％
を
上
回
る
都
市
は
八
市
に
ま
で
減
っ
て
い
る
。
そ
れ
ま
で
人
口
減

少
の
都
市
は
な
か
っ
た
が
、
一
九
九
〇
年
に
入
り
永
和
、
台
北
、
板
橋
で
人
口

が
減
少
し
て
い
る
。
一
九
九
五
～
二
〇
〇
〇
年
に
は
、
平
均
四・
三
％
を
上
回

る
都
市
は
一
〇
市
と
再
び
増
加
し
て
い
る
。
永
和
と
板
橋
は
継
続
し
て
人
口
が

減
少
し
て
い
る
が
、
台
北
は
わ
ず
か
な
が
ら
再
増
加
に
転
じ
た
。

　

二
〇
〇
〇
～
〇
五
年
の
時
期
は
、
再
都
市
化
が
加
速
さ
れ
、
平
均
増
加
率

二・
二
％
を
上
回
る
都
市
は
一
三
市
ま
で
回
復
し
た
。
中
で
も
伸
び
率
が
高
い

の
は
、
北
西
部
の
桃
園
、
新
竹
で
あ
る
。
一
九
九
〇
年
代
は
減
少
し
て
い
た
板

が
中
規
模
以
上
の
都
市

（
人
口
一
五
万
人
以
上
）

に
居
住
し
、
総
人
口
に
占

め
る
比
率
は
、
半
分
以
上

の
五
五・
三
％
と
な
っ
て

い
る
。

　

表
１
で
は
、
二
〇
〇
五

年
末
で
総
人
口
が
二
〇
万

人
以
上
の
都
市
を
示
し
て

い
る
。
人
口
一
〇
〇
万
人

を
超
え
る
の
が
、
台
北
、

高
雄
、
台
中
の
三
都
市
で

あ
る
。
こ
れ
に
続
く
の
が

台
南
で
あ
る
。

　

台
湾
は
、
高
速
道
路
・

新
幹
線
が
縦
貫
す
る
西
岸

へ
人
口
・
産
業
の
集
中
が

著
し
い
。
人
口
一
五
万
人

以
上
の
都
市
は
、
全
て
基

隆
・
台
北
の
北
西
部
か
ら
、

台
南
・
高
雄
を
中
心
と
し

た
南
西
部
ま
で
の
幹
線
上

に
連
続
し
て
位
置
し
て
い

る
が
、
台
北
・
台
中
・
台

南
・
高
雄
の
四
大
都
市
も

こ
の
ラ
イ
ン
上
に
並
ん
で

い
る（
図
１
参
照
）。
他
方
、

花
蓮
か
ら
台
東
を
結
ぶ
ラ

イ
ン
は
、
人
口
一
五
万
人

を
超
え
る
都
市
が
な
く
、

大
都
市
が
連
続
す
る
西
岸

表１　主要都市の人口推移と増減（1975-2005年）

順位 都市名 1975 1980
1975-1980

1985
1980-85

1990
1985-1990

1995
1990-1995

2000
1995-2000

2005
2000-2005

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率
1 台　　　北 2,043,318 2,220,427 8.7% 2,507,620 12.9% 2,719,659 8.5% 2,632,863 -3.2% 2,646,474 0.5% 2,616,375 -1.1%
2 高　　　雄 998,919 1,202,123 20.3% 1,302,849 8.4% 1,386,723 6.4% 1,426,035 2.8% 1,490,560 4.5% 1,510,649 1.3%
3 台　　　中 546,838 593,427 8.5% 674,936 13.7% 761,802 12.9% 853,221 12.0% 965,790 13.2% 1,032,778 6.9%
4 台　　　南 523,568 583,799 11.5% 639,888 9.6% 683,251 6.8% 706,811 3.4% 734,650 3.9% 756,859 3.0%
5 板　　　橋 241,952 403,057 66.6% 479,748 19.0% 538,954 12.3% 530,003 -1.7% 529,059 -0.2% 542,319 2.5%
6 中　　　和 130,835 261,684 100.0% 324,930 24.2% 374,339 15.2% 386,347 3.2% 398,123 3.0% 408,989 2.7%
7 基　　　隆 341,383 344,867 1.0% 351,524 1.9% 352,919 0.4% 368,771 4.5% 388,425 5.3% 391,727 0.9%
8 新　　　竹 225,998 240,900 6.6% 304,010 26.2% 324,426 6.7% 340,255 4.9% 368,439 8.3% 390,692 6.0%
9 新　　　莊 86,443 178,019 105.9% 232,438 30.6% 299,174 28.7% 339,143 13.4% 372,175 9.7% 389,074 4.5%
10 三　　　重 275,155 327,001 18.8% 353,957 8.2% 375,996 6.2% 380,099 1.1% 382,266 0.6% 383,959 0.4%
11 桃　　　園 148,458 179,214 20.7% 204,700 14.2% 241,263 17.9% 271,536 12.5% 328,754 21.1% 377,345 14.8%
12 中　　　壢 163,681 207,712 26.9% 237,271 14.2% 269,804 13.7% 301,287 11.7% 324,931 7.8% 350,981 8.0%
13 鳳　　　山 160,763 218,106 35.7% 267,022 22.4% 290,777 8.9% 303,956 4.5% 321,707 5.8% 336,510 4.6%
14 新　　　店 130,858 166,423 27.2% 190,579 14.5% 225,517 18.3% 250,559 11.1% 268,290 7.1% 287,472 7.1%
15 嘉　　　義 250,997 252,037 0.4% 253,573 0.6% 257,597 1.6% 261,391 1.5% 266,183 1.8% 271,701 2.1%
16 土　　　城 36,058 54,737 51.8% 93,477 70.8% 136,928 46.5% 188,170 37.4% 230,208 22.3% 236,345 2.7%
17 彰　　　化 157,319 181,359 15.3% 201,103 10.9% 215,224 7.0% 223,675 3.9% 229,915 2.8% 234,614 2.0%
18 永　　　和 138,399 205,313 48.3% 232,519 13.3% 249,736 7.4% 233,082 -6.7% 228,099 -2.1% 235,059 3.1%
19 屏　　　東 175,713 187,383 6.6% 200,411 7.0% 210,801 5.2% 215,096 2.0% 215,282 0.1% 216,708 0.7%
20 永　　　康 62,575 77,075 23.2% 103,797 34.7% 136,705 31.7% 173,552 27.0% 197,194 13.6% 206,411 4.7%
台 湾 全 土 16,149,702 17,805,067 10.3% 19,313,825 8.5% 20,401,305 5.6% 21,357,431 4.7% 22,276,672 4.3% 22,770,383 2.2%

（出所）中華民国行政院主計處，Statistical Yearbook of the Republic of China 2005を基に作成。
（注）⑴2005年12月末で人口が多い順に上から並べている。
　   ⑵表記の20都市は2005年末で人口が20万人以上の都市である。
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橋
が
、
再
び
増
加
を
記
録
し
て

い
る
。
と
こ
ろ
が
、
台
北
は
再

び
人
口
減
少
と
な
っ
た
。
中
西

部
で
は
、
台
中
が
伸
び
て
い
る

が
、
郊
外
の
彰
化
は
伸
び
率
は

さ
ほ
ど
高
く
な
い
。
南
西
部
は
、

高
雄
は
低
い
増
加
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
が
、
郊
外
の
鳳
山
、
屏

東
は
平
均
以
上
に
増
加
し
て
い

る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
一
九
九
〇
年

代
以
降
は
、
台
北
市
内
、
高
雄

市
内
で
の
人
口
増
加
は
沈
静
化

し
、
そ
の
郊
外
の
都
市
群
が
大

き
く
成
長
し
て
い
る
。
ま
た
中

西
部
で
は
、
郊
外
よ
り
も
台
中

市
内
の
増
加
率
が
高
く
な
っ
て

い
る
。
近
年
で
は
台
北
、
高
雄

と
い
う
二
大
都
市
を
抱
え
る
圏

域
に
お
い
て
、
郊
外
化
が
進
展

し
人
口
増
加
が
著
し
い
の
が
、

台
湾
の
都
市
シ
ス
テ
ム
の
特
徴
で
あ
る
。　

●
本
社
立
地
と
都
市
シ
ス
テ
ム

　

①
上
場
企
業
の
業
種
別
構
成
比
と
増
減

　

表
２
の
と
お
り
、
上
場
企
業
数
は
増
加
傾
向
に
あ
る
。
二
〇
〇
〇
年
に

五
三
〇
社
で
あ
っ
た
の
が
、
二
〇
〇
五
年
に
は
六
八
八
社
ま
で
増
加
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
上
場
企
業
数
は
基
本
的
に
増
加
傾
向
に
あ
る
が
、
ど
の
業
種
で
増

加
が
み
ら
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

　

一
九
八
〇
年
代
以
降
、
台
湾
の
経
済
成
長
に
お
い
て
中
核
的
な
役
割
を
担
っ

て
き
た
「
電
子
産
業
」
で
あ
る
が
、
上
場
企
業
に
お
い
て
も
同
様
に
同
産
業
の

占
め
る
割
合
は
高
く
な
っ
て
い
る
。

　

二
〇
〇
五
年
で
最
も
多
い
業
種
は
「
電
子
」
で
あ
り
全
体
の
半
分
近
く
を
占

め
て
い
る
。
二
番
目
は
「
繊
維
・
ア
パ
レ
ル
」、
三
番
目
が
「
金
融
」、
四
番
目

が
「
電
機
」、
五
番
目
が
「
そ
の
他
」、
六
番
目
が
「
建
設
」
と
続
い
て
い
る
。

台
湾
の
産
業
構
造
で
第
二
次
産
業
が
高
い
割
合
を
占
め
る
よ
う
に
、
上
場
企
業

の
業
種
構
成
に
お
い
て
も
「
電
子
」、「
電
機
」
に
代
表
さ
れ
る
ハ
イ
テ
ク
型
の

第
二
次
産
業
の
占
め
る
割
合
が
高
い
。

　

産
業
別
に
み
た
場
合
、
第
二
次
産
業
比
率
は
そ
の
構
成
比
を
増
加
さ
せ
て
い

る
。
第
二
次
産
業
の
中
で
、増
加
数
が
圧
倒
的
に
多
い
の
は
、「
電
子
」
で
あ
る
。

続
い
て
、「
化
学
・
医
薬
」、「
電
気
機
械
」
が
増
加
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
第

二
次
産
業
全
て
で
増
加
が
確
認
で
き
る
わ
け
で
は
な
く
、「
繊
維
・
ア
パ
レ
ル
」、

「
食
品
」
を
は
じ
め
と
し
て
、
一
部
の
業
種
に
お
い
て
減
少
が
確
認
で
き
る
。

　

第
三
次
産
業
の
総
数
を
み
る
と
、
横
ば
い
で
増
加
が
確
認
で
き
な
い
。
し
か

し
第
二
次
産
業
が
増
加
し
て
い
る
た
め
、
相
対
的
に
そ
の
地
位
を
低
下
さ
せ
、

そ
の
構
成
比
は
小
さ
く
な
っ
て
い
る
。
個
別
に
み
る
と
、「
そ
の
他
」、「
運
輸
」

が
増
加
し
て
い
る
。
一
方
、「
金
融
」、「
商
業
」
は
そ
れ
ぞ
れ
減
少
し
て
い
る
。

台
湾
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
お
け
る
第
三
次
産
業
の
比
率
は
年
々
上
昇
し
て
い
る
も
の
の
、

こ
と
上
場
企
業
に
限
っ
て
み
れ
ば
、
第
二
次
産
業
の
占
め
る
割
合
が
上
昇
し
て

い
る
の
で
あ
る
（
台
湾
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
製
造
業
は
、
二
〇
〇
〇
年
の

二
三・八
％
か
ら
二
〇
〇
五
年
に
は
二
一・四
％
と
そ
の
比
率
を
低
下
さ
せ
つ
つ

あ
る
。
参
考
文
献
⑥
）。

　

②
本
社
立
地

－

台
北
・
北
西
部
地
区
へ
の
圧
倒
的
な
集
中

　

表
３
で
は
、
本
社
の
立
地
数
が
五
社
以
上
の
二
二
都
市
を
掲
げ
て
い
る
。
区

域
別
に
み
る
と
、
首
都
で
あ
る
台
北
を
中
心
と
す
る
北
西
部
（
首
都
圏
）、
台

中
を
中
心
と
す
る
中
西
部
、
高
雄
を
中
心
と
す
る
南
西
部
、
台
東
を
中
心
と
す

る
東
部
に
四
区
分
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
中
で
は
、
北
西
部
の
本
社
立
地

が
圧
倒
的
に
多
く
、
大
都
市
の
台
北
、
ハ
イ
テ
ク
ク
ラ
ス
タ
ー
を
抱
え
る
新
竹

を
は
じ
め
と
し
て
、
本
社
数
五
以
上
の
都
市
が
一
五
都
市
に
も
の
ぼ
っ
て
い
る
。

こ
れ
以
外
の
区
域
は
、
北
西
部
に
比
べ
て
本
社
数
が
極
度
に
少
な
く
な
り
、
南

西
部
で
は
、
大
都
市
の
高
雄
を
抱
え
な
が
ら
も
わ
ず
か
に
五
都
市
が
、
同
じ
く

表２　上場企業の業種構成（2000- 05年）

産業 業種名
2000 2005 2000 － 2005

企業数 構成比 企業数 構成比 増減数 構成変化 増減率

第
２
次
産
業

セ メ ン ト 8 1.5% 7 1.0% 1 -0.5% -12.5%
食 料 品 26 4.9% 19 2.8% 7 -2.1% -26.9%
プ ラ ス チ ッ ク 20 3.8% 21 3.1% 1 -0.7% 5.0%
繊 維・ ア パ レ ル 58 10.9% 47 6.8% 11 -4.1% -19.0%
電 機 28 5.3% 36 5.2% 8 -0.1% 28.6%
電 器・ ケ ー ブ ル 16 3.0% 14 2.0% 2 -1.0% -12.5%
化 学・ 医 薬 24 4.5% 34 4.9% 10 0.4% 41.7%
ガ ラ ス・ 陶 磁 器 7 1.3% 7 1.0% 0 -0.3% 0.0%
製 紙 7 1.3% 7 1.0% 0 -0.3% 0.0%
鐵 鋼 25 4.7% 24 3.5% 1 -1.2% -4.0%
ゴ ム 9 1.7% 9 1.3% 0 -0.4% 0.0%
自 動 車 4 0.8% 5 0.7% 1 -0.0% 25.0%
電 子 140 26.4% 304 44.2% 164 17.8% 117.1%
建 設 39 7.4% 35 5.1% 4 -2.3% -10.3%
第 2 次 産 業 合 計 411 77.5% 569 82.7% 158 5.2% 38.4%

第
３
次
産
業

運 輸 16 3.0% 18 2.6% 2 -0.4% 12.5%
観 光 6 1.1% 6 0.9% 0 -0.3% 0.0%
金 融 52 9.8% 45 6.5% 7 -3.3% -13.5%
商 業 11 2.1% 10 1.5% 1 -0.6% -9.1%
コングロマリット 1 0.2% 1 0.1% 0 -0.0% 0.0%
そ の 他 33 6.2% 39 5.7% 6 -0.6% 18.2%
第 3 次 産 業 合 計 119 22.5% 119 17.3% 0 -5.2% 0.0%
全産業合計 530 100.0% 688 100.0% 158 － 29.8%

（出所）財訊理財顧問（股）公司刊『股市總覽　94年度版（第三季）』より作成。
（注）⑴台湾証券交易所に上場している企業を抽出した。
　   ⑵本社数は、2000年については2000年12月時、2005年については2005年12月時の数値を、それぞれ用いた。
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大
都
市
の
台
中
を
抱
え
る
中
西
部
で
も
わ
ず
か
に
二
都
市
が
、
そ
れ
ぞ
れ
、
確

認
で
き
る
の
み
で
あ
る
。
ま
た
、
東
部
地
区
に
至
っ
て
は
同
表
に
入
っ
て
い
る

都
市
は
ゼ
ロ
で
あ
る
。

　

都
市
別
に
み
る
と
、
首
都
で
あ
る
台
北
へ
の
集
中
が
特
に
著
し
い
。
続
く
の

は
、
同
じ
北
西
部
の
新
竹
科
学
工
業
区
で
あ
る
が
、
四
〇
社
に
と
ど
ま
り
、
台

北
の
本
社
立
地
の
約
七
分
の
一
程
度
に
す
ぎ
な
い
。
高
雄
は
、
台
湾
第
二
の
都

市
で
あ
り
、
世
界
有
数
の
コ
ン
テ
ナ
国
際
貿
易
港
、
輸
出
加
工
区
、
台
湾
第
二

の
空
港
を
抱
え
、
産
業
・
人
口
集
積
の
一
大
拠
点
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
本

社
立
地
数
に
お
い
て
台

北
と
の
格
差
が
激
し
く
、

台
北
の
本
社
立
地
数
の

約
一
〇
分
の
一
に
過
ぎ

な
い
。

　

日
本
は
、
高
度
成
長
期

以
降
、
本
社
立
地
は
大
阪

を
中
心
と
す
る
関
西
が

か
つ
て
の
よ
う
に
占
め

て
い
た
地
位
は
低
下
し
、

徐
々
に
東
京
一
極
集
中

型
構
造
に
シ
フ
ト
し
つ

つ
あ
る
が
、
そ
れ
で
も
台

湾
の
比
で
は
な
い
。
東
京

の
上
場
企
業
本
社
立
地

数
は
一
三
〇
三
社
だ
が
、

第
二
の
集
積
地
で
あ
る

大
阪
の
三
四
六
社
の
約

三・
七
倍
に
過
ぎ
ず
、
台

北
と
高
雄
の
よ
う
な

一
〇
倍
の
格
差
に
比
べ

る
と
、
そ
の
差
は
小
さ
い

（
数
値
は
い
ず
れ
も

二
〇
〇
五
年
）。

　

台
湾
に
お
け
る
本
社
立
地
は
、
日
本
以
上
に
首
位
都
市
一
極
集
中
の
様
相
を

呈
し
て
い
る
。
同
時
に
台
北
都
市
圏
・
北
西
部
に
お
け
る
集
中
も
著
し
い
。
本

社
立
地
数
が
一
〇
を
超
え
る
一
一
都
市
の
う
ち
、
台
北
・
新
竹
科
学
工
業
区
に

加
え
、
中
和
、
新
店
、
新
竹
、
桃
園
縣
龜
山
郷
、
桃
園
縣
蘆
竹
郷
、
新
竹
縣
湖

口
郷
も
加
え
た
八
都
市
ま
で
も
が
、
北
西
部
、
台
北
都
市
圏
内
に
存
在
し
て
い

る
。

　

対
照
的
に
、
中
西
部
、
南
西
部
で
本
社
数
が
一
〇
を
越
え
る
の
は
、
高
雄
に

加
え
、
台
中
、
台
南
の
三
都
市
の
み
で
あ
る
。
台
湾
第
三
の
都
市
で
あ
る
台
中

が
一
七
社
、
第
四
の
都
市
で
あ
る
台
南
が
一
〇
社
と
、
北
西
部
、
台
北
と
の
格

差
が
非
常
に
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
日
本
で
は
、
本
社
立
地
を
都
市
圏
同
士
で

比
較
し
た
場
合
、
首
都
圏
が
一
四
〇
八
社
、
関
西
圏
が
五
九
六
社
、
中
京
圏
が

二
〇
〇
社
で
あ
り
、
東
京
、
大
阪
、
名
古
屋
の
都
市
単
体
同
士
の
格
差
ま
で
な

く
、
三
大
都
市
圏
の
経
済
規
模
に
応
じ
て
比
較
的
均
等
に
分
布
し
て
い
る
。
台

湾
は
圏
域
で
み
て
も
、
台
北
を
中
心
と
し
た
北
西
部
へ
の
圧
倒
的
な
集
中
傾
向

が
確
認
で
き
る
（
数
字
は
二
〇
〇
三
年
。
参
考
文
献
⑦
）。

　

増
加
が
目
立
つ
の
も
、
北
西
部
、
台
北
都
市
圏
で
あ
る
。
台
湾
に
お
い
て
上

場
企
業
は
増
加
傾
向
に
あ
る
が
、
増
加
数
が
最
も
大
き
い
の
は
、
台
北
で
あ
る
。

し
か
し
、
増
加
率
は
、
全
体
の
伸
び
率
よ
り
大
幅
に
下
回
っ
て
い
る
。
続
い
て
、

新
竹
科
学
工
業
区
が
多
く
増
加
し
て
お
り
、
伸
び
率
は
最
高
値
で
あ
る
。
さ
ら

に
、
中
和
、
新
店
な
ど
が
一
〇
〇
％
以
上
の
伸
び
率
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ

う
に
、
増
加
数
・
増
加
率
が
目
立
つ
地
域
は
、
北
西
部
、
台
北
都
市
圏
内
に
お

い
て
で
あ
る
。
他
方
、
中
西
部
、
南
西
部
は
、
さ
ほ
ど
増
加
が
み
ら
れ
な
い
。

南
西
部
で
は
、
高
雄
が
わ
ず
か
に
二
社
増
加
し
て
い
る
の
み
で
あ
る
。
中
西
部

の
台
中
に
至
っ
て
は
減
少
し
て
い
る
。

　

こ
こ
で
注
目
し
た
い
の
が
構
成
比
の
変
化
で
あ
る
。
台
北
は
本
社
数
を
増
加

さ
せ
て
い
る
も
の
の
、
全
体
に
占
め
る
構
成
比
は
、
五
〇・
九
％
か
ら

四
三・〇
％
と
、
七・八
％
も
比
率
を
縮
小
さ
せ
て
い
る
。
し
か
し
、
台
北
郊
外

の
、
新
竹
科
学
工
業
区
は
二・
五
％
か
ら
五・
八
％
へ
、
中
和
は
一・
五
％
か
ら

二・
九
％
へ
、
新
店
は
一・
九
％
か
ら
二・
九
％
へ
と
、
い
ず
れ
も
比
率
を
上
昇

さ
せ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
台
北
都
市
圏
、
北
西
部
と
い
う
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
単
位

表３　主要都市・地域における上場企業本社数の変化（2000-05年）

順位
年 2000 2005 2000-2005 増加率

都市・地域名 地域区分 本社数 構成比 本社数 構成比 増減数 構成変化 （2000-2005）
1 台    北 北西部 269 50.9% 296 43.0% 27 -7.8% 10.0%
2 新竹科學工業區 北西部 13 2.5% 40 5.8% 27 3.4% 207.7%
3 高    雄 南西部 28 5.3% 30 4.4% 2 -0.9% 7.1%
4 中    和 北西部 8 1.5% 20 2.9% 12 1.4% 150.0%
4 新    店 北西部 10 1.9% 20 2.9% 10 1.0% 100.0%
5 新    竹 北西部 13 2.5% 19 2.8% 6 0.3% 46.2%
6 台    中 中西部 18 3.4% 17 2.5% -1 -0.9% -5.6%
7 桃園縣　龜山郷 北西部 9 1.7% 14 2.0% 5 0.3% 55.6%
8 桃園縣　蘆竹郷 北西部 7 1.3% 11 1.6% 4 0.3% 57.1%
9 台    南 南西部 9 1.7% 10 1.5% 1 -0.2% 11.1%
9 新竹縣　湖口郷 北西部 4 0.8% 10 1.5% 6 0.7% 150.0%
10 三    重 北西部 6 1.1% 8 1.2% 2 0.0% 33.3%
10 汐    止 北西部 5 0.9% 8 1.2% 3 0.2% 60.0%
10 台南縣　仁徳郷 南西部 7 1.3% 8 1.2% 1 -0.2% 14.3%
11 永    康 南西部 6 1.1% 7 1.0% 1 -0.1% 16.7%
12 桃    園 北西部 2 0.4% 6 0.9% 4 0.5% 200.0%
12 中 壢   北西部 6 1.1% 6 0.9% 0 -0.3% 0.0%
12 板    橋 北西部 2 0.4% 6 0.9% 4 0.5% 200.0%
12 台中縣　潭子郷 中西部 4 0.8% 6 0.9% 2 0.1% 50.0%
12 土    城 北西部 4 0.8% 6 0.9% 2 0.1% 50.0%
13 高雄縣　岡山鎮 南西部 5 0.9% 5 0.7% 0 -0.2% 0.0%
13 新    莊 北西部 4 0.8% 5 0.7% 1 -0.0% 25.0%
－ そ　　　　の　　　　他 90 17.0% 130 18.9% 40 1.9% 44.4%

計 530 100.0% 688 100.0% 158 0.0% 29.8%
（出所）表２に同じ。
（注）⑴本社数が５以上の都市を掲載している。
　   ⑵新竹科學工業區に関しては、工業區内に立地する企業数を計上している。
　　　これ以外の都市は、市・郷などの行政区域内に立地する企業数を計上している。
　　　ただし、これらの市・郷に立地している本社でも、新竹科學工業區に属するものについては同工業區の分として計上した。
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内
の
観
点
か
ら
み
る
と
、
か
つ

て
の
よ
う
に
本
社
立
地
が
台
北

の
都
心
へ
の
「
集
中
」
か
ら
、

新
竹
、
中
和
、
新
店
を
は
じ
め

と
す
る
郊
外
へ
の
「
分
散
」
と

い
う
地
域
構
造
の
変
化
と
み
る

こ
と
が
で
き
る
。
し
か
し
、
台

湾
と
い
う
国
土
全
体
の
観
点
か

ら
み
る
と
、
北
西
部
、
台
北
圏

へ
の
集
中
状
況
が
加
速
さ
れ
て

い
る
。

　

③
本
社
の
立
地
特
化
係
数

　

本
社
の
立
地
特
化
度
を
、
立
地
特
化
係
数
で
概
観
す
る
。
こ
こ
で
は
、「
各

都
市
の
本
社
数
の
対
全
国
比
」
を
「
各
都
市
の
人
口
の
対
全
国
比
」
で
割
っ
た

数
値
を
用
い
て
い
る
。
こ
の
数
値
が
一
以
上
で
あ
れ
ば
、
人
口
集
中
以
上
に
、

本
社
集
中
が
み
ら
れ
る
地
域
で
あ
る
と
い
え
る
。

　

表
４
で
は
、
前
表
と
同
様
に
本
社
数
が
五
以
上
の
都
市
・
地
域
の
立
地
特
化

係
数
を
表
し
て
い
る
。
な
お
、
新
竹
に
関
し
て
は
、
新
竹
科
学
工
業
区
全
て
を

含
ん
だ
数
値
で
算
出
し
て
い
る
。

　

係
数
が
一
を
超
え
る
都
市
は
一
二
都
市
あ
る
が
、
こ
の
う
ち
北
西
部
、
台
北

都
市
圏
の
都
市
が
八
都
市
も
占
め
て
い
る
。
南
西
部
で
係
数
一
を
超
え
る
の
は

三
都
市
、
中
西
部
は
一
都
市
の
み
で
あ
る
。
係
数
が
も
っ
と
も
高
い
の
は
、
新

竹
で
あ
る
。
続
い
て
、
新
竹
縣
湖
口
郷
、
台
南
縣
仁
徳
郷
と
な
っ
て
い
る
が
、

本
社
数
が
少
な
い
な
が
ら
も
、
人
口
規
模
が
小
さ
い
た
め
に
、
非
常
に
高
い
数

値
を
記
録
し
て
い
る
。

　

台
北
は
人
口
規
模
に
比
し
て
三・
七
四
倍
の
本
社
集
中
を
有
し
て
い
る
。
対

照
的
に
、
高
雄
、
台
中
は
一
を
大
き
く
下
回
り
、
台
北
と
の
格
差
は
大
き
い
も

の
が
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
立
地
特
化
係
数
か
ら
判
断
す
る
と
、
台
北
と
そ
の
郊
外
に
お
い

て
人
口
規
模
以
上
の
本
社
の
集
中
立
地
が
み
ら
れ
る
。
対
照
的
に
、
中
西
部
、

南
西
部
で
は
大
都
市
の
高
雄
、
台
中
で
す
ら
人
口
規
模
に
見
合
う
だ
け
の
本
社

立
地
は
確
認
で
き
な
い
。

●
今
後
の
研
究
課
題

　

本
分
析
で
は
、
国
土
構
造
の
観
点
か
ら
み
る
と
、
台
北
自
体
の
人
口
増
加
は

沈
静
化
し
て
い
る
も
の
の
、
台
北
郊
外
で
あ
る
北
西
部
へ
の
人
口
増
加
は
著
し

く
、
ま
た
本
社
立
地
に
お
い
て
も
台
北
一
極
集
中
、
さ
ら
に
北
西
部
へ
の
集
中

的
立
地
が
加
速
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
こ
の
結
果
を
踏
ま
え
、

二
一
世
紀
初
頭
の
国
土
構
造
変
容
と
絡
め
、
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
述
べ
た
い
。

　

第
一
に
、
台
湾
高
速
鉄
道
（
台
湾
新
幹
線
）
開
通
の
影
響
で
あ
る
。

二
〇
〇
七
年
三
月
に
台
北
（
台
北
駅
）
～
高
雄
（
左
営
駅
）
ま
で
全
面
開
業
し
、

両
駅
間
を
最
短
九
〇
分
で
結
合
す
る
が
、
こ
の
都
市
間
の
高
速
可
動
性
増
大
が
、

さ
ら
な
る
台
北
一
極
集
中
を
も
た
ら
す
の
か
、
逆
に
主
要
機
能
が
中
西
部
、
南

西
部
に
分
散
さ
れ
て
い
く
の
か
、
今
後
の
動
向
は
興
味
深
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

日
本
で
は
、
主
要
都
市
や
工
業
地
帯
を
結
合
す
る
東
海
道
・
山
陽
新
幹
線
の

開
通
が
、
関
西
、
山
陽
、
北
部
九
州
で
創
業
さ
れ
た
大
企
業
の
本
社
の
東
京
へ

の
移
転
を
促
進
さ
せ
る
役
割
を
果
た
し
た
。
も
ち
ろ
ん
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
は
あ

く
ま
で
も
促
進
的
要
因
で
、首
都
東
京
の
も
つ
本
質
的
要
因
と
し
て
、マ
ー
ケ
ッ

ト
の
大
き
さ
、
国
際
金
融
市
場
、
交
通
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
、
官
公
庁
の
存
在

な
ど
多
面
的
要
因
か
ら
一
極
集
中
を
捉
え
る
必
要
が
あ
る
。
台
湾
も
一
極
集
中

は
多
面
的
な
要
因
に
よ
り
形
成
さ
れ
て
き
た
。
台
北
の
巨
大
マ
ー
ケ
ッ
ト
、
首

都
機
能
、
政
経
融
合
型
創
業
シ
ス
テ
ム
、
金
融
市
場
に
つ
い
て
詳
細
な
検
討
が

必
要
で
あ
り
、
日
本
と
の
対
比
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

　

高
雄
や
台
中
な
ど
中
西
部
、
南
西
部
で
は
、
人
口
・
産
業
集
積
規
模
に
比
し

て
、
本
社
の
立
地
は
希
薄
で
あ
る
。
こ
の
点
で
、
日
本
の
東
北
地
方
と
の
対
比

が
有
効
で
あ
る
。
東
北
は
、
本
社
機
能
や
工
業
機
能
が
も
と
も
と
希
薄
で
あ
っ

た
が
、
新
幹
線
や
高
速
道
路
が
整
備
さ
れ
て
も
、
首
都
へ
向
け
て
の
本
社
移
動

は
ほ
と
ん
ど
問
題
と
な
ら
な
か
っ
た
。
む
し
ろ
、
首
都
圏
か
ら
南
東
北
へ
の
工

場
の
立
地
の
移
動
が
促
さ
れ
た
。
一
九
八
〇
年
代
後
半
か
ら
九
〇
年
代
前
半
に

か
け
て
地
価
高
騰
や
都
市
開
発
に
伴
い
、
東
京
都
内
の
電
気
機
械
産
業
の
加
工

組
立
型
工
場
が
、
イ
ン
フ
ラ
が
整
備
さ
れ
た
南
東
北
地
区
へ
外
延
的
に
拡
張
し

表４　主要都市の本社立地特化度（2005年）
順位 都市名 地域区分 立地特化係数

1 新竹（新竹科學工業區を含む） 北西部 5.00 
2 新 竹 縣　 湖 口 郷 北西部 4.55 
3 台 南 縣　 仁 徳 郷 南西部 3.92 
4 台    北 北西部 3.74 
5 桃 園 縣　 龜 山 郷 北西部 3.56 
6 桃 園 縣　 藘 竹 郷 北西部 2.84 
7 新    店 北西部 2.30 
8 台 中 縣　 潭 子 郷 中西部 2.08 
9 高 雄 縣　 岡 山 鎮 南西部 1.73 
10 中    和 北西部 1.62 
11 汐    止 北西部 1.48 
12 永    康 南西部 1.12 
13 土    城 北西部 0.84 
14 三    重 北西部 0.69 
15 高    雄 南西部 0.66 
16 中    壢 北西部 0.57 
17 台    中 中西部 0.54 
18 桃    園 北西部 0.53 
19 台    南 南西部 0.44 
20 新    莊 北西部 0.43 
21 板    橋 北西部 0.37 

（出所）�表１、表２に同じ。
（注）⑴�新竹は、新竹科学工業区の数値も含んでいる。
　   ⑵�立地特化係数は、当該都市の本社総数の全国比

率を、当該都市の本社総数の対全国比率で除し
た数値で求められる。

　   ⑶�立地特化係数を算出する際に、汐止・亀山・藘竹・
湖口・仁徳・潭子・岡山の人口に関しては、資料
収集上の制約から2006年の数値を用いた。
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て
い
っ
た
。
台
湾
高
速
鉄
道
と
い
う
イ
ン
フ
ラ
が
、
同
様
に
生
産
機
能
の
北
西

部
外
へ
の
移
転
を
も
た
ら
す
の
か
興
味
深
い
。

　

第
二
に
、
支
所
網
の
再
編
で
あ
る
。
主
要
企
業
に
よ
る
支
所
（branch 

offi
ce

）
の
配
置
形
態
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。
日
本
は
二
〇
〇
〇
年

代
か
ら
主
要
産
業
（
銀
行
、
建
設
、
電
機
、
卸
売
）
を
中
心
に
支
店
網
は
再
編

さ
れ
て
い
る
。
現
在
の
本
社
・
支
所
の
立
地
形
態
に
至
っ
た
の
は
戦
後
の
こ
と

で
あ
る
。
戦
後
の
高
度
成
長
期
を
経
て
、
分
散
的
で
あ
っ
た
本
社
立
地
が
東
京

一
極
集
中
型
に
変
わ
り
、
そ
れ
以
外
の
地
方
圏
は
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
に
支
店
網
が

配
置
さ
れ
る
と
い
う
企
業
組
織
の
ヒ
エ
ラ
ル
ヒ
ー
が
、
都
市
間
関
係
に
反
映
さ

れ
た
。
そ
の
結
果
、
国
土
に
お
け
る
本
社
の
東
京
集
中
、
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
に
お

け
る
拠
点
都
市
の
支
店
集
中
、
県
庁
所
在
都
市
へ
の
営
業
所
集
中
と
い
う
都
市

間
の
ヒ
エ
ラ
ル
ヒ
ー
が
形
成
さ
れ
た
（
参
考
文
献
⑦
）。
そ
し
て
、
地
域
経
済

に
お
い
て
支
店
へ
の
経
済
依
存
度
が
高
か
っ
た
地
方
拠
点
都
市
は
、
二
〇
〇
〇

年
代
に
入
り
、
大
企
業
の
支
店
再
編
の
波
に
迫
ら
れ
て
い
る
。　
　

　

台
湾
に
お
い
て
は
、
銀
行
を
中
心
と
し
た
金
融
業
に
お
い
て
再
編
が
進
み
、

統
廃
合
が
進
展
し
て
い
る
。
支
所
群
の
立
地
で
、
コ
ス
ト
の
多
く
を
占
め
る
の

が
オ
フ
ィ
ス
地
代
で
あ
る
が
、
台
湾
に
お
い
て
は
、
ア
ジ
ア
地
域
で
は
比
較
的

高
め
の
オ
フ
ィ
ス
の
家
賃
の
高
さ
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
支
所
群
の
立
地
に

伴
う
オ
フ
ィ
ス
地
代
の
負
担
よ
り
も
、
オ
フ
ィ
ス
を
撤
退
さ
せ
別
の
都
市
か
ら

の
交
通
費
の
方
が
低
廉
と
な
る
な
ら
、
支
所
群
の
再
編
は
よ
り
一
層
進
展
す
る

で
あ
ろ
う
。
現
在
、
都
市
再
編
の
渦
中
に
あ
る
日
本
と
の
対
比
に
お
い
て
み
て

い
く
こ
と
は
重
要
で
あ
る
。

　

第
三
に
、
政
治
的
動
向
の
影
響
に
つ
い
て
で
あ
る
。
主
要
基
幹
部
門
は
国
民

党
が
与
党
で
あ
っ
た
頃
の
政
府
か
ら
派
遣
さ
れ
た
役
員
が
多
く
占
め
る
国
営
企

業
に
よ
っ
て
担
わ
れ
て
き
た
も
の
が
多
い
。
一
九
九
〇
年
代
以
降
民
主
化
を
推

進
し
た
李
登
輝
総
統
時
代
か
ら
、
国
営
企
業
の
改
革
が
着
手
さ
れ
て
き
た
。
さ

ら
に
、
そ
れ
ま
で
野
党
で
あ
り
、
国
営
企
業
と
の
利
権
関
係
か
ら
別
個
の
支
持

基
盤
を
も
つ
民
進
党
か
ら
輩
出
さ
れ
た
陳
総
統
は
、
民
営
化
の
一
層
の
推
進
を

政
策
課
題
と
し
て
掲
げ
て
い
る
。
メ
デ
ィ
ア
、
通
信
、
電
力
、
鉄
鋼
、
石
油
化

学
な
ど
自
然
独
占
型
産
業
に
お
い
て
、旧
政
府
か
ら
派
遣
さ
れ
た
役
員
の
人
事・

経
営
に
つ
い
て
の
関
与
は
依
然
と
し
て
強
く
、
民
進
党
が
当
初
打
ち
出
し
た
よ

う
な
国
営
企
業
の
完
全
民
営
化
は
容
易
に
進
展
し
て
い
な
い
（
参
考
文
献
⑧
）。

本
社
の
台
北
集
中
は
、
戦
後
の
開
発
独
裁
の
過
程
を
経
た
、
政
治
と
経
済
の
不

可
分
の
関
係
が
、
政
治
機
関
が
集
中
す
る
台
北
で
の
国
営
企
業
の
創
業
を
促
し

た
側
面
が
あ
ろ
う
。
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
帰
結
と
し
て
、
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
導
入

の
潮
流
は
台
湾
に
お
い
て
も
避
け
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
二
〇
〇
八
年
三
月
の

総
統
選
で
ど
の
政
党
が
政
権
を
握
る
に
せ
よ
、
民
営
化
は
免
れ
る
こ
と
の
で
き

な
い
政
治
的
な
課
題
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
そ
の
推
進
に
お
い
て
、
国
営
企
業

生
成
と
不
可
分
の
関
係
に
あ
っ
た
国
民
党
、
関
係
が
希
薄
で
あ
っ
た
民
進
党
と
、

基
本
的
ス
タ
ン
ス
が
異
な
り
、
民
営
化
の
加
速
度
で
大
き
く
開
き
が
で
て
く
る

で
あ
ろ
う
。

　

二
〇
〇
〇
年
代
に
入
り
、
新
竹
科
学
工
業
区
を
は
じ
め
、
政
府
機
関
と
日
常

的
な
対
面
接
触
が
困
難
な
台
北
郊
外
と
い
う
地
理
的
条
件
で
、
民
間
の
電
子
産

業
を
中
心
と
し
た
本
社
の
増
加
が
み
ら
れ
た
。
こ
の
こ
と
か
ら
は
、
企
業
の
創

業
・
運
営
に
お
い
て
、
台
北
所
在
の
政
治
・
行
政
機
関
の
影
響
力
が
低
下
し
つ

つ
あ
る
こ
と
も
推
測
で
き
る
（
新
竹
で
の
電
子
業
の
創
業
は
、
米
国
で
理
工
学

系
、
経
営
系
の
学
位
を
取
得
し
て
帰
台
し
た
人
材
、
公
的
研
究
機
関
〔
工
業
技

術
研
究
院
な
ど
〕
に
よ
り
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
生
み
出
す
シ
ス
テ
ム
が
構
築

さ
れ
て
い
る
と
い
う
産
業
集
積
の
面
も
重
要
で
あ
る
。
参
考
文
献
⑨
）。

二
〇
〇
八
年
三
月
の
総
統
選
挙
で
、
ど
の
よ
う
な
政
権
が
選
ば
れ
る
か
で
、
台

北
の
政
治
機
能
が
大
企
業
の
ヘ
ッ
ド
部
門
を
牽
引
し
て
き
た
営
力
が
、
強
化
さ

れ
る
の
か
、
あ
る
い
は
弱
化
さ
れ
る
の
か
は
注
目
す
べ
き
こ
と
で
あ
る
。　

　

第
四
に
、
多
国
籍
企
業
の
動
向
で
あ
る
。
台
湾
行
政
院
は
、
一
九
九
五
年
に

「
ア
ジ
ア
太
平
洋
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
構
想
」（
Ａ
Ｐ
Ｒ
Ｏ
Ｃ
）
を
打
ち

出
し
た
。
製
造
・
通
信
・
メ
デ
ィ
ア
・
海
運
・
空
運
・
金
融
の
六
大
分
野
に
お

い
て
、
東
ア
ジ
ア
の
ハ
ブ
と
な
る
セ
ン
タ
ー
を
そ
れ
ぞ
れ
設
け
る
こ
と
で
、
台

湾
を
ハ
イ
テ
ク
ラ
ン
ド
と
し
て
い
く
こ
と
を
目
標
と
し
た
一
大
国
家
構
想
で
あ

る
。
構
想
の
中
で
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
香
港
の
よ
う
に
、
欧
米
や
日
本
の
多

国
籍
企
業
の
ア
ジ
ア
進
出
に
お
け
る
中
継
地
と
し
て
の
台
湾
と
い
う
面
も
打
ち

出
さ
れ
て
い
る
（
構
想
自
体
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
を
念
頭
に
お
い
た
産
業
構
造
高

度
化
と
そ
れ
に
伴
う
国
際
競
争
力
向
上
が
目
的
で
あ
り
、
ア
ジ
ア
の
ハ
ブ
セ
ン

タ
ー
化
は
手
段
で
あ
る
。
ハ
ブ
化
に
つ
い
て
は
、
そ
の
後
の
、
国
家
発
展
計
画
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学
で
も
よ
り
一
層
踏
み
込
ん
で
構
想
さ
れ
て
い
る
。
参
考
文
献
⑩
）。
グ
ロ
ー
バ

ル
化
が
進
展
し
て
い
く
現
況
で
、
多
国
籍
企
業
を
は
じ
め
と
し
て
、
国
境
を
跨

い
だ
地
域
統
括
を
担
う
オ
フ
ィ
ス
の
立
地
は
総
数
と
し
て
増
大
し
て
い
く
で
あ

ろ
う
。
そ
の
際
に
、
ヘ
ッ
ド
部
門
の
誘
致
を
巡
っ
て
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
香
港
、

上
海
、
ソ
ウ
ル
な
ど
大
型
空
港
の
整
備
が
進
展
し
た
都
市
群
と
ど
の
よ
う
な
関

係
に
な
っ
て
い
く
の
か
を
考
察
す
る
必
要
が
あ
る
。
近
年
、
近
隣
諸
国
で
の
大

型
コ
ン
テ
ナ
港
、
大
型
国
際
ハ
ブ
空
港
の
登
場
に
よ
り
、
国
際
移
動
の
イ
ン
フ

ラ
面
に
お
い
て
台
北
の
優
位
は
弱
く
な
り
つ
つ
あ
る
（
台
湾
は
国
際
空
港
の
整

備
に
お
い
て
東
ア
ジ
ア
で
は
比
較
的
先
行
し
て
き
た
。
一
九
七
九
年
に
台
北
か

ら
約
四
〇
キ
ロ
離
れ
た
桃
園
に
三
六
〇
〇
メ
ー
ト
ル
級
の
滑
走
路
を
も
つ
台
湾

桃
園
国
際
空
港
〔
旧
中
正
国
際
空
港
〕
が
建
設
さ
れ
た
が
、
こ
の
空
港
は

一
九
九
〇
年
代
ま
で
は
、東
ア
ジ
ア
で
は
大
型
の
空
港
で
あ
り
つ
づ
け
て
き
た
）。

　

ま
た
、
東
ア
ジ
ア
で
日
系
企
業
の
子
会
社
配
置
に
選
定
さ
れ
る
都
市
と
し
て
、

香
港
に
次
ぎ
、
第
二
位
の
地
位
を
占
め
て
き
た
台
北
は
、
二
〇
〇
〇
年
に
入
る

と
、
そ
の
地
位
を
上
海
に
譲
り
、
第
三
位
に
後
退
し
て
い
る
。
中
国
の
都
市
群

の
台
頭
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
台
北
に
限
ら
ず
、
ソ
ウ
ル
も
日
系
企
業
の
子
会

社
の
立
地
場
所
と
し
て
の
地
位
を
後
退
さ
せ
て
い
る
。
反
面
、
上
海
を
は
じ
め
、

北
京
、
大
連
、
天
津
が
上
位
に
食
い
込
ん
で
き
て
い
る
（
参
考
文
献
⑪
）。

　

こ
の
よ
う
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ
り
、
東
ア
ジ
ア
の
都
市
間
流
動
は
増
加

し
、
そ
れ
に
伴
い
都
市
間
の
「
中
心
性
」
の
拠
点
を
巡
っ
て
の
競
争
は
一
段
と

激
し
さ
を
増
し
て
い
る
。
東
ア
ジ
ア
の
国
際
的
都
市
シ
ス
テ
ム
が
再
編
し
て
い

く
渦
中
で
、
台
湾
が
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
と
し
て
、
ど
の
位
置
を
占
め

て
い
く
の
か
大
変
興
味
深
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

（
ふ
じ
も
と　

の
り
つ
ぐ
／
福
島
大
学
共
生
シ
ス
テ
ム
理
工
学
類
准
教
授
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本
稿
を
作
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す
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に
あ
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湾
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資
料
収
集
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地
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内
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訳
、
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リ
ン
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呉
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年
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呉
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来
氏
に
大
変
お
世
話
に
な

り
ま
し
た
。
ま
た
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熊
本
蓮
來
会
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紀
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進
会
長
に
も
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湾
で
の
現
地
ヒ
ア
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変
お
世
話
に
な
り
ま
し
た
。
中
国
語
の
資
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に
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い

て
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国
立
台
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学
の
、
劉
崇
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清
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り
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く
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ま
す
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